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上記を踏まえ、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、
教育カリキュラムの見直しを実施
【教育カリキュラムの見直しの具体例】
・ 相談援助に関する科目の充実

・ 成年後見や障害者の就労支援など、社会福祉士の活動の領域
が拡大してきていることを踏まえ、これらの分野で働くために必要
な最低限の知識を修得させる観点から、新たに「就労支援サービ
ス」や「権利擁護と成年後見制度」、「更生保護制度」といった科
目を設定

１ 社会福祉士の行う「相談援助」の例示として、他のサービス関
係者との連絡・調整を行って、橋渡しを行うことを明確化するなど、
定義規定の見直し

２ 個人の尊厳の保持、地域に即した創意と工夫、他のサービス
関係者等との連携について新たに規定するなど、社会福祉士業
務を行うにあたっての義務規定の見直し

３ 福祉現場における高い実践力を有する社会福祉士を養成する
ための資格取得方法の見直し

４ 社会福祉士の任用・活用の促進

「介護福祉士制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見」
（平成18年12月12日社会保障審議会福祉部会）
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社会福祉士に求められる役割

○ 福祉課題を抱えた者からの相談に応じ、必要に応じてサービス利用を支援するなど、その解決を自ら支援する役割
○ 利用者がその有する能力に応じて、尊厳を持った自立生活を営むことができるよう、関係する様々な専門職や事業者、ボランティア
等との連携を図り、自ら解決することのできない課題については当該担当者への橋渡しを行い、総合的かつ包括的に援助していく役割

○ 地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・開発、ネットワークの形成を図るなど、地域福祉の増進に働きかける役割

今後の社会福祉士に必要な知識及び技術

① 福祉課題を抱えた者からの相談への対応や、これを受けて総合的かつ包括的にサービスを提供することの必要性、その在り方等に
係る専門的知識

② 虐待防止、就労支援、権利擁護、孤立防止、生きがい創出、健康維持等に関わる関連サービスに関わる基礎的知識
③ 福祉課題を抱えた者からの相談に応じ、利用者の自立支援の観点から地域において適切なサービスの選択を支援する技術
④ サービス提供者間のネットワークの形成を図る技術
⑤ 地域の福祉ニーズを把握し、不足するサービスの創出を働きかける技術
⑥ 専門職としての高い自覚と倫理の確立や利用者本位の立場に立った活動の実践

社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律
（平成19年12月５日公布）

社会福祉士養成課程における教育内容等の見直し
（平成21年４月施行）

近年の主な動き２（１）

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）資料１ 　　
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社会福祉士の養成カリキュラム

15
注）福祉系大学等は、「実習・演習」の科目以外は時間数の定めはなく、指定科目又は基礎科目の欄に○を付された社会福祉に関する科目を修めて卒業することが要件

指定科目 基礎科目

人体の構造と機能及び疾病 30
心理学理論と心理的支援 30
社会理論と社会システム 30
現代社会と福祉 60 60 ○
社会調査の基礎 30 ○ ○

相談援助の基盤と専門職 60 ○ ○
相談援助の理論と方法 120 120 ○

地域福祉の理論と方法 60 60 ○
福祉行財政と福祉計画 30 ○ ○
福祉サービスの組織と経営 30 ○ ○

社会保障 60 ○ ○
高齢者に対する支援と介護保険制度 60 ○ ○
障害者に対する支援と障害者自立支援制度 30 ○ ○
児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度 30 ○ ○
低所得者に対する支援と生活保護制度 30 ○ ○
保健医療サービス 30 ○ ○
就労支援サービス 15
権利擁護と成年後見制度 30
更生保護制度 15

相談援助演習 150 150 150
相談援助実習指導 90 90 90
相談援助実習 180 180 180

1,200 660 １８科目（22科目） １２科目（16科目）

○
（３科目のうち１科目）

○
（３科目のうち１科目）

一般養成施設
（時間）

短期養成施設
（時間）

福祉系大学等

人・社会・生活と福祉の理解に関する知識と方法

合計

総合的かつ包括的な相談援助の理念と方法に関する知識と技術

地域福祉の基盤整備と開発に関する知識と技術

サービスに関する知識

○
（３科目のうち１科目）

○
（３科目のうち１科目）

実習・演習

１（１３）

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）資料１- 3-



認定社会福祉士 認定上級社会福祉士

期待する
活動内容

・所属組織における相談援助部門のリーダー
・高齢者福祉、医療など、各分野の専門的な支援方法
や制度に精通し、他職種と連携して、複雑な生活課題
のある利用者に対しても、的確な相談援助を実践

・所属組織とともに、地域（地域包括支援センター運営協議会、障害者
自立支援協議会、要保護児童対策協議会等）で活動。

・関係機関と協働し、地域における権利擁護の仕組みづくりや新たな
サービスを開発。

・体系的な理論と臨床経験に基づき人材を育成・指導。

期待する
役割

①複数の課題のあるケースへの対応
②職場内のリーダーシップ、実習指導
③地域や外部機関との窓口、緊急対応、苦情対応
④他職種連携、職場内コーディネート等

①指導・スーパービジョン
②苦情解決、リスクマネジメントなど組織のシステムづくり
③地域の機関間連携のシステムづくり、福祉政策形成への関与
④科学的根拠に基づく実践の指導、実践の検証や根拠の蓄積

分野
高齢分野、障害分野、児童・家庭分野、医療分野、地域
社会・多文化分野等 ※将来的に分野の追加等はある

自らの分野における実践に加え、複数の分野にまたがる地域の課題
について実践・連携・教育

認定要件

①社会福祉士資格
②ソーシャルワーカーの職能団体の正会員
③相談援助実務経験５年以上
④定められた経験目標（経験すべき実務）の実績
⑤認証された研修の受講

研修：20単位以上
スーパービジョンを受ける：10単位以上

※更新制（５年）

①認定社会福祉士と認定されていること
②ソーシャルワーカーの職能団体の正会員
③認定社会福祉士資格取得後相談援助実務経験５年以上

（資格取得後最低10年以上）
④定められた経験目標（経験すべき実務）の実績
⑤認証された研修の受講

研修：20単位以上
スーパービジョン 10単位以上（実施５単位、受ける５単位）

⑥教育、研究、社会活動の実績
⑦口述試験、論述試験
※更新制（５年）

個人認定 上記要件を満たすことを「認定社会福祉士認証・認定機構」が審査、合格者の登録は登録機関（日本社会福祉士会）に行う

認定社会福祉士の概要

○ 認定社会福祉士は、多様化・複雑化する地域住民への社会的援助ニーズに社会福祉士が適切に対応する
ため、社会福祉士の能力開発とキャリアアップを支援し、その習得した実践力を認定する仕組みとして平成２４
年度に創設。 ※平成１９年社会福祉士及び介護福祉士法改正時の参・衆附帯決議における指摘事項を踏まえたもの。

18

１（１６）

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）資料１
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社会福祉士の役割

○相談者の課題を総合的に捉える専門職の役割として、特定の範囲の課題に対し個

別具体的な解決を図る「スペシャリスト」と、相談者のあらゆる状況を受け止めてその
課題の整理・提示と多職種のコーディネートを担う「ジェネラリスト」に分類できる。社
会福祉士は後者であり、特に活動の範囲が特定の制度によって規定されていないた
め、最も広範かつ総合的に相談者の課題を捉えることができる専門職である。

（参考：『社会的困窮者の効果的な自立支援のあり方と専門職の役割に関する調査研究事業報告書』
（2012年,日本総合研究所））

○社会福祉士には、多様な課題の解決と自立に向けた包括的・個別的な視点を基本と

して身につけている専門職として、アセスメントやプランニングを行うことが求められて
いる。また、ジェネリックなアプローチという特性及び地域や社会に働きかける姿勢と
そのための知識・技術を活かし、多職種連携や社会資源のカスタマイズ・開発に取り
組むことが求められている。

（参考：『多職種連携による社会福祉士の人材育成のあり方に関する調査研究報告書』（2013年,日本総合研究所））

○社会福祉士の活動の特徴として、包括的な見立てによるアセスメント、ジェネリックな

視座によるアプローチ、マネジメントの視座をもったネットワーク構築などが挙げられ
る。
（参考：『社会福祉士の専門的な実践力の向上と活動領域の拡充に関する調査研究事業報告書』（2012年,日本社会福祉士会））

◆最近の研究報告書から

3

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）構成員提出資料３（鎌倉構成員）
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【社会福祉士採用のメリット】
・福祉専門職として、福祉現場での即戦力になっている（福岡市、枚方市）
・福祉に関する相談を迅速かつ的確に対応することができるようになった（つくば市）
・福祉に関する相談や福祉サービスへの連絡・調整の面でメリットがある（小山市）

・高齢者からの各種相談のなかでも特に専門的な知識が必要な、高齢者虐待や成年
後見人制度等について、よりきめ細やかな対応ができるようになった（苫小牧市）

・高齢者介護予防支援や総合相談、生活保護、障がい福祉等の社会福祉の対応に
ついて、専門知識をもって迅速に取り組めるようになる（日光市）

・来庁が困難な世帯への訪問相談やいじめ相談窓口を開設するなど、市民に寄り添
う支援策の拡充へ寄与している（明石市）

【社会福祉士の配置について】

・福祉部門のエキスパートとして長期の在籍を前提としていることから、ノウハウの蓄
積が期待できる（足利市）

・社会福祉行政の担い手として社会福祉士の役割（相談援助職員、ケースワーカー、
コミュニティワーカーなど）は今後増すことが見込まれる（草津市）

・社会福祉法人の出向などにより人材確保に努めていたが、近年、総合相談や権利
擁護を担う社会福祉士の確保が困難となっており、正規職員での配置へと切り替え
た（鳥取市）

◆社会福祉士を採用した自治体のコメント

人材活用からみた社会福祉士の現状と課題 １
～社会福祉士の配置について～

6

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）構成員提出資料３（鎌倉構成員）- 6-



社会福祉士が任用要件として定められている主な職種

○ 社会福祉士が任用要件として定められている職種は、福祉分野の行政機関や社会福祉施設、事業所等が主と
なっているが、医療分野、司法分野、ひきこもり支援などの関連分野にも社会福祉士の任用の場は拡がっている。

8

・査察指導員、現業員
・身体障害者福祉司
・知的障害者福祉司
・老人福祉指導主事

福祉事務所

・所長
・児童福祉司

児童相談所

・社会復帰調整官

保護観察所

・社会福祉士

地域包括支援センター

任
用
要
件

必
置
規
定

行政機関

サービス事業所等
注）「任用要件」は、「次のいずれかに該当する者のうちから任用しなければならない」などの規定で定められているもの。

「必置規定」は、「次の者を置かなければならない」、「○○に置くべき従業者及びその員数は次のとおりとする」などの規定で定められているもの。
なお、社会福祉士は社会福祉主事の任用要件の一つになっているため、「任用要件」には、社会福祉主事を任用要件とする職種を含む。
また、「任用要件」又は「必置規定」に該当する職種でも、例外規定（「これによりがたい場合は同等の者でも可」等）や、任用にあたっての限定条件等が別途定められている場合がある。

【資料】厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室において作成

・身体障害者福祉司

身体障害者更生相談所

・知的障害者福祉司

知的障害者更生相談所

・救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設
・（介護予防）通所介護、（介護予防）短期入所生活介
護、介護予防支援、特別養護老人ホーム、養護老人
ホーム、軽費老人ホーム、認知症対応型通所介護

生活相談員、生活指導員等

・救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設
・障害者支援施設
・特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム
・乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設、児童養護施設、児童自立支
援施設

施設長

社会福祉施設・福祉サービス事業関係

・障害児入所施設（福祉型・医療型）
・児童発達支援センター（福祉型・医療型）
・児童発達支援事業（主として重症心身症児を通わせる場合）

・乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期
治療施設、児童厚生施設、児童養護施設、児童
自立支援施設、放課後児童健全育成事業

児童指導員、家庭支援専門相談員等

・生活介護、自立訓練（機
能訓練・生活訓練）、就労
移行支援、就労継続支援
（Ａ型・Ｂ型）

管理者

・定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（オペレーター、計画作成責
任者）
・夜間対応型訪問介護（オペレー
ションセンター従業者）

オペレーター等

・退院後生活環境相談員

病院・診療所

・ひきこもり支援コーディ
ネーター（専門職）

ひきこもり地域支援センター

・担当職員

地域生活定着支援センター

１（６）

出典：第６回福祉人材確保対策検討会（H26.10.3）資料１
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作成：日本社会福祉士会- 8-



作成：日本社会福祉士会
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